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第２章　諫早市の概要と時代の潮流

第１節　諫早市の概要
１　地理
…　本市は長崎県南部の中央に位置し、長崎・島原・西彼杵の各半島の結節部にあり、古く
から交通の要衝として大きな役割を果たしています。また、東は有明海、西は大村湾、南
は橘湾と三方を海に囲まれ、北は多良山系を望み、四季折々の豊かな自然に恵まれていま
す。市の中心部を流れる本明川は市街地を通って有明海に注ぎ、下流の諫早平野は県下最
大の穀倉地帯です。
…　気候は一年を通して温暖で、豊かな自然と交通アクセスなどバランスの取れた都市環境
にあり、産業用地や住宅地としても優れたポテンシャルを有しています。

●３４１．７９ｋ㎡

●総人口　　１３８，１３６人
●人口（男）　６５，０３０人
●人口（女）　７３，１０６人
●世帯数　　　５１，８４２世帯
　（平成27年国勢調査速報値人口）

市 の 面 積 九州・沖縄、県内自治体における位置

人 口 と 世 帯 数

●面積　九州・沖縄　　３８位／２７４市町村　
　　　　長崎県内　　　５位／２１市町

●人口　九州・沖縄　　１４位／２７４市町村　　
　　　　長崎県内　　　３位／２１市町
　　　　  （平成２７年国勢調査速報値）

第２章　諫早市の概要と時代の潮流

6

第

１

章

第

２

章

第

３

章

第

５

章

第

４

章

資

料

編

基
本
政
策
1-1

基
本
政
策
2-1

基
本
政
策
2-3

基
本
政
策
3-2

基
本
政
策
1-2

基
本
政
策
2-2

基
本
政
策
3-1

基
本
政
策
3-3

基
本
姿
勢
4-1



２　人口・世帯数

総人口と年代別人口の推移

…　本市の人口は、人口減少と少子高齢化が緩やかに進行しています。国勢調査の結果では、
昭和５０年から増加を続けてきましたが、平成１２年の１４万４，２９９人をピークとし
て減少に転じ、以後その傾向は続いています。
…　人口の構成を見ると、年少人口（１４歳以下）は昭和６０年をピークに、また生産年齢
人口（１５～６４歳）は平成１２年をピークに減少を続けています。これに対し、老年人
口（６５歳以上）は増加を続けており、平成１２年には年少人口を逆転するに至りました。

世帯数の推移

…　世帯数は、一貫して増加傾向にあり、平成２２年には５０，９８９世帯となりました。
一方、平均世帯人員は減少しており、単身世帯の増加、核家族化など世帯構成の多様化が
進行しています。
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（出典：国勢調査）
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（出典：国勢調査）
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３　雇用・所得

雇　用

…　諫早公共職業安定所（ハローワーク諫早）管内の有効求人倍率は、平成２６年度は０．
９２倍となり、平成２１年度の０．４５倍から大幅に改善しています。
…　全国の１．１１倍と比較すると下回っていますが、長崎県の０．８７倍よりは上回ってい
ます。なお、平成２８年３月時点では１．２４倍で、改善基調は続いていると言えます。

所得と総生産

…　市民一人当たりの所得額は、平成２４年度は約２４３万４千円となり、近年の推移を見
ると、平成２１年度に２１２万５千円と大きく減少した後は、増加傾向が続いています。
…　本市の総生産額は、平成２４年度は５，１４１億４千万円となり、近年の推移を見ると、
平成２０年に４，０３７億７百万円と大きく減少した後、増加傾向に転じています。

（倍）

（出典：ハローワーク諫早）
（年度）
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一人あたりの所得額の推移 諫早市総生産の推移

（出典：長崎県市町民経済計算）
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４　産業
…　本市の就業者数は、平成２２年の国勢調査で６４，５７０人となっており、平成１７年
から平成２２年にかけて約３，０００人減少しています。
…　産業別の構成比では、第１次産業※１６．６％、第２次産業※２２２．２％、第３次産
業※３６７．２％となっており、平成２年と比較すると平成２２年は、第１次産業と第２次
産業の就業者割合がそれぞれ減少している一方で、第３次産業の就業者割合が増加してい
ます。

…

※１… 第１次産業… 産業のうち、農業・林業・水産業など直接自然に働きかけるものをいう。
※２… 第２次産業… 産業のうち、地下資源をとりだす鉱業と、鉱産物・農林水産物などをさらに二次的に加工する工業をいう。工業

には製造業（狭義の工業）と建設業とが含まれる。
※３… 第３次産業… 商業・運輸通信業・サービス業など、第一次・第二次産業以外のすべての産業を指す。

（人）

（年）

（％）

（出典：国勢調査）
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分類不能は、主に調査票の記入が不備であるか又は記入不詳により、いずれの項目にも分類しえないもの。
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農　業

…　農業就業者数は、平成２２年は１２，３４４人で、平成１２年と比較すると約２１％減
少しています。また総農家数も、平成２２年は４，８０６戸で、平成１２年と比較すると
同様に減少が続いています。
…　農業にかかる総生産額は、平成２４年は８５億３，８００万円で、平成２２年をピーク
に緩やかな減少傾向を示しています。

漁　業

…　漁業就業者数は、平成２５年は４３５人で、平成１５年と比較すると約２８％減少して
います。
…　漁業にかかる総生産額は、平成２４年は３億２，２００万円で、平成１７年と比較する
と大幅に減少しているものの、平成１９年以後はほぼ横ばいで推移しています。

（年）

（出典：農業センサス）

（人） （戸）
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（出典：漁業センサス）
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商　業

…　商業については、平成２４年の本市の事業所数は１，６６８事業所で、平成１１年をピー
クに減少しています。また従業員数は１１，５８２人で、平成１４年をピークに減少傾向
にあります。
…　平成２４年の年間商品販売額は２，７２６億８００万円で、平成９年と比較して約
３３．４％減少しています。

（年）

（人）

（出典：H9～19　商業統計調査、H24　経済センサス）

（事業所数）

463 532 500 493 445 443 

1,634 1,625 1,584 1,499 1,370 1,225 
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（年）
（出典：H9～19　商業統計調査、H24　経済センサス）
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工　業

…　工業の事業所数は、平成２５年は１８４事業所で、平成２０年以後緩やかな減少が続い
ています。一方従業員数は、平成２５年は９，４２５人で、平成２０年よりは減少してい
ますが、平成２４年と比べると増加しています。
…　製造品出荷額等は、平成２５年は３，５８４億９，８００万円で、平成２０年からは大き
く減少していますが、平成２４年以後は持ち直しの傾向が見られます。
…　産業団地については、平成２６年４月から西諫早産業団地の分譲を開始しており、平成
２８年３月末現在では約６０％の分譲用地に企業の進出が決定しています。

総面積 分譲面積 分譲開始
（進出時期）

立地企業数
（進出決定企業数）

分譲率
（面積ベース）

諫早貝津工場団地 約14ｈａ 約13ｈａ 昭和38年 ７社 100％

山の手工業団地 約15ｈａ 約10ｈａ 昭和48年～ 30社 100％

諫早中核工業団地 約226ｈａ 約101ｈａ 昭和55年～ 143社 100％

諫早流通産業団地 約11ｈａ 約8.5ｈａ 平成21年～ ９社 100％

西諫早産業団地 約8.6ｈａ 約7.8ｈａ 平成26年～ ６社 約60％

（平成28年３月末現在）

（出典：工業統計調査）

（年）

（人）（事業所）
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（出典：工業統計調査）
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事業所数と従業員数の推移

産業団地の概要

製造品出荷額等の推移
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５　観　光
…　本市への観光客は、平成２６年は
２７４万８, ６３４人で、平成２４年
はわずかに減少しましたが、平成２５
年以後は増加しています。
…　このうち宿泊客はおおむね６０万人
台で推移している一方、日帰り客は平
成２５年以後大幅に増加しています。

６　交　通
…　本市は、長崎市と雲仙市や大村市、佐賀県太良町方面を結ぶ国道３４号や５７号、
２０７号、２５１号の広域幹線道路網が形成され、長崎自動車道の諫早インターチェンジ
もあり、利便性に優れています。更に道路ネットワークの構築を図るために、新たに一般
県道諫早外環状線（都市計画道路諫早南バイパス線）などの整備が進められています。
…　鉄道においては、ＪＲ長崎本線（長崎方面及び佐賀方面）、ＪＲ大村線（佐世保方面）、
島原鉄道（島原方面）が通る４方面を結ぶ県内鉄道網の結節点となっております。また、
九州新幹線西九州ルート（長崎ルート）の整備が進められています。
…　バス路線においては、長崎県営バスと島鉄バスが運行しており、諫早駅前のバスターミ
ナルを基点として、市内外各方面へ路線が設定されています。
…　さらに、交通空白地域において乗合タクシーを運行し、公共交通機関と連携することで
市民の利便性の向上を図っています。

（人）

（年）

（出典：長崎県観光統計）

1,579,330 1,637,789 1,595,445 1,857,394 2,129,733 
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602,248 
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主要交通網
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７　財政状況
財政状況の推移
…　本市の歳入・歳出決算は、平成１７年度
以降、おおむね６００億円台前半の規模で
推移しています。
…　歳入面では、自主財源である市税がほ
ぼ横ばいの状況にある一方で、リーマン
ショック※１後の国の政策的な経済対策等
により、国・県支出金や地方交付税といっ
た依存財源が増加傾向で推移しているのが
特徴です。また、合併後１０年間の特例措
置（合併算定替※２）により、普通交付税
がおおよそ２５％加算された高水準の規模
で推移してきたことも大きな特徴です。
…　歳出面では、合併に伴う財政需要や、国
や県と歩調を合わせた経済対策の実施等、
臨時的な経費によって全体の規模がかさ上
げされているのが特徴です。また、職員の
給与や定員管理の適正化への取組により、
人件費が減少しているものの、社会保障関
係経費に係る扶助費の増加が続いているこ
とから、歳出総額に占める義務的経費※３

の割合は高止まりを続けています。
…　今後は、合併算定替の終了等に伴い普通
交付税が縮減される見通しであり、厳しい
財政運営が見込まれる中で、事業財源の安
定確保を図る必要があります。
…　本格的な人口減少社会の到来を見据えな
がら、引き続き健全財政の維持に取り組ん
でいきます。

※１… リーマンショック… アメリカの大手証券会社・投資銀行リーマン・ブラザーズの破綻（はたん）（２００８年９月１５日）が引き金
となった世界的な金融危機および世界同時不況。

※２… 合併算定替… 普通交付税の算定において、合併市町村が交付税上不利益を被ることのないよう合併後１０年度間は合併前の旧
市町村が別々に存在するものとみなし、それぞれの交付税を合算した額を交付すること。なお、１１年度目以降
はその額を段階的に縮減させていくこととされている。

※３… …義務的経費… 歳出のうち、その支出が義務付けられ、任意に削減できない経費のことで、人件費、扶助費、公債費を指す。

（年度）
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第２節　時代の潮流
１　少子高齢化・人口減少社会の進展
…　我が国の人口は、平成２０年以降減少に転じています。少子高齢化も急速に進んでおり、
国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」）が公表した日本の将来推計人口（平成
２４年１月推計）によると、平成２２年１０月の時点で、年少人口が総人口に占める割合
は１３．１％であり、平成５２年には１０．３％まで減少するとされています。また、老年
人口が総人口に占める割合は２３．０％に達し、平成５２年には３５．８％となり、国民の
３人に１人が高齢者となる社会が到来すると見込まれています。
…　こうした少子高齢化と人口減少社会の進展により、労働力の減少や地域活力の低下、社
会保障費の増加など様々な面での影響が懸念されます。
…　我が国が直面するこれらの大きな課題に対して、政府一体となって取り組み、各地域が
それぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生できるよう、「まち・ひと・しご
と創生本部」が設置され、地方においても「まち・ひと・しごと創生総合戦略」により、
地方が成長する活力を取り戻し、人口減少を克服するための対応が求められています。
…　本市においては、少子高齢化と人口減少が緩やかに進展しています。社人研による本市
の将来推計人口では、平成２２年の年少人口１４．３％が、平成５２年には１０．４％まで
減少するとされています。また、平成２２年の老年人口は２３．５％であり、平成５２年
には４０％を超えることが見込まれます。
…　今後は、少子高齢化と人口減少の克服を目指し、全ての人がそれぞれの能力を活かして
活躍できる社会を構築していく必要があります。

２　安全や安心に対しての意識の高まり
…　平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、地震とそれに伴う大津波により、
我が国は戦後最大の被害を受けました。また、集中豪雨等による自然災害の脅威にもさら
されています。
…　さらに、交通事故をはじめ、振り込め詐欺や消費者トラブルなど国民の暮らしの安全や
安心を脅かす事案に加え、複雑かつ多様化する社会の中では、今まで想定できなかった事
件や事故が起こるなど生活への不安の高まりが懸念されています。
…　本市においては、特に昭和３２年の諫早大水害や昭和５７年の長崎大水害、平成３年の
台風１７、１９号や集中豪雨により甚大な被害を受けました。
…　本市では、これらの教訓を糧として鋭意治水対策等を進めていますが、引き続き、河川
改修やダムなどの治水対策、急傾斜地崩壊対策などの実施が求められています。
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３　地域の結びつきの重要性
…　経済や社会制度が変化する中、人々の価値観や意識もまた、経済成長の重視から精神的
豊かさや生活の質の向上の重視へと変化してきています。
…　一方、単身世帯の増加、核家族化など世帯構成の多様化、少子高齢化などにより、互い
に支え合ってきた地域社会は変容し、互助機能の低下や人々の地域社会からの孤立などが
社会問題となっています。
…　本市においては、自治会を中心に様々な地域活動が行われていますが、活動の担い手・
後継者不足によってコミュニティの維持に支障をきたしている地域もあります。
…　このような中で、人々の助け合い活動の主体として、各市民団体や地域団体が、災害の
支援に限らず、様々な分野できめ細かなサービスを提供するなど、新しい仕組みづくりが
見え始めています。
…　これらの取組により、地域での人のつながりを強めるとともに、地域の人材やノウハウ、
施設等を活用して、新たな起業や雇用の創出、働きがい、生きがいを生み出し、豊かな地
域社会の活性化を図っていくことが求められています。

４　環境問題への意識の高まり
…　地球温暖化をはじめ地球規模で環境問題が深刻化する中で、低炭素循環型社会※１の構
築、自然環境の保全・再生など環境への意識、関心が高まっています。
…　また、東日本大震災に伴う原子力発電所の被災は、我が国全体に電力不足という問題を
引き起こし、エネルギー政策そのものにも大きな問題を提起しました。
…　こうした環境意識の高まりを踏まえ、森林や水辺をはじめとする豊かで多様な自然環境
や生態系を保全・再生するとともに、再生可能エネルギー※２の利活用など、環境に配慮
した社会の構築に向けて、国、地方公共団体、事業者、市民がそれぞれの立場で責任ある
行動をしていくことが求められています。

５　高度情報化の進展
…　我が国では、情報通信基盤の整備が着実に推進され、ブロードバンドサービス※３、高
速データ通信が可能な携帯電話網や地上デジタルテレビなど高度な情報通信基盤が整備さ
れています。
…　ＩＣＴ（Information…Communication…Technology: 情報通信技術）の飛躍的な進展
に伴い、海外の情報がリアルタイムに入手できるようになり、ヒト、モノ、カネ、情報が
全世界を飛び交う時代が到来し、経済、産業、文化、ライフスタイル、コミュニケーショ
ンなどが劇的に変化しています。
…　また、スマートフォンやタブレット端末などのような携帯型情報端末が急速に普及し、
様々な情報がより容易に入手できるようになり、時間や場所に捉われず行政機関や民間事
業者が提供する様々なサービスを受けられるようになっています。

※１… 低炭素循環型社会… 地球温暖化及びそれに起因する気候変動は、国民生活全般に大きな影響を及ぼすものであり、人類の生存
基盤に関わる大きな課題である。地球温暖化は、人間の活動から排出される温室効果ガスが原因とされて
おり、温室効果ガス排出量の大部分は、二酸化炭素が占めている。この二酸化炭素の排出を少なくする社
会のこと。

※２… 再生可能エネルギー… 太陽光、水力、風力など、自然環境の中で繰り返し起こる現象から取り出すエネルギーの総称。資源を枯
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…　また、ＩＣＴの進展や携帯型情報端末の普及はテレビやラジオなどの従来型のマスメ
ディアとは異なる新たな情報発信の手段として、既に災害時などにおいて、人々の安全を
確保する手段として大きな役割を果たしています。
…　このＩＣＴを様々な分野において利活用することにより、中小企業の効率性・生産性の
向上や地場産業の成長力強化、農業生産性の向上などが図られ、地域経済の活性化や、就
労環境の改善など豊かな暮らしの実現に寄与することが期待されます。

６　グローバル化の進展
…　貿易自由化が進展し、国境を越えた経済活動や人の移動が活発化しています。また、イ
ンターネットの爆発的普及などにより、国家間を往来する情報量が飛躍的な伸びをみせて
います。
…　このように、経済、情報、交通などの様々な分野での地球規模のネットワーク化が進み、
世界的な交流と競争の時代が進展しており、適切な対応が必要になっています。

７　地方分権改革と地域間競争
…　地方分権改革とは、国は外交、安全保障など国家の存立に関わることや制度の大枠を定
めることに集中し、内政は地域の実情をよく知る地方が担うという地方分権型社会の構築
を進めようとするものです。
…　国から地方公共団体に財源や権限が移譲される地方分権型社会では、地方公共団体が住
民の意見や地域の実情を踏まえてルールづくりから施策の実施までを担い、自らの判断と
責任の下でニーズの実態に応じた行政を実現することが可能となります。
…　しかし、その一方で、地域間競争の中、自らの判断で政策を立案・実行し、その結果に
ついても責任を負わなければなりません。そしてこの政策を立案・実行する自治体能力の
差が、まちの差となって現れてきます。
…　こうした地方分権改革と地域間競争の中、効率的な組織と体制を確立し、健全な財政を
維持したうえで、住みよいまちづくりを進めていく必要があります。
…

渇させずに利用できるため、有限な埋蔵資源への対策、地球温暖化対策の一つとして注目されている。また、
その活用技術の開発や普及は、今後成長が見込まれる新たな産業として期待される分野でもある。

※３… ブロードバンドサービス… 本来は「広帯域」という意味であるが、現在では主に、ケーブルテレビやＡＤＳＬ、光ファイバなど（超）
高速インターネット基盤を利用した高速・大容量の情報通信サービスのことをいう。ブロードバンドを利
用すると、例えば、映像や音声など大容量のデータを使った動画ニュース、音声・映像付きの電子書籍等
を様々な方式で利用することができる。
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第３節　今後１０年の主な出来事
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度
ねんりんピック 諫早大水害60周

年
ラグビーＷ杯日
本大会

東京五輪 友好都市締結30
周年（中国・漳
州）

⑦九州新幹線西
九州ルート（長
崎ルート）開業

⑨ 市 制 施 行
20周年

⑤国、県、市の
まち・ひと・し
ごと創生総合戦
略の計画期限

３市友好交流都
市 締 結40周 年
（出雲市、津山
市）

①（仮称）諫早市
サッカー場供用開
始

②久山港スポーツ
施設（野球場等）
整備事業
③栄町東西街区第
一種市街地再開発
事業
④一般県道諫早外
環状線（都市計画
道路諫早南バイパ
ス線）整備
⑥新幹線開業に向
けた諫早駅周辺整
備事業（諫早駅
東地区第二種市街
地再開発事業を含
む）
⑧本明川ダム建設

本市をめぐる今後１０年間に予想される主な出来事（事業が進捗中であるもの）
①… （仮称）諫早市サッカー場供用開始（平成２８年度）
②… 久山港スポーツ施設（野球場等）整備事業（平成３０年度）
③… 栄町東西街区第一種市街地再開発事業（平成３０年度）
④… 一般県道諫早外環状線（都市計画道路諫早南バイパス線）全線開通（平成３０年度）
⑤… 国、県、市のまち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期限（平成３１年度）
⑥… …新幹線開業に向けた諫早駅周辺整備事業（諫早駅東地区第二種市街地再開発事業を

含む）（平成３３年度）
⑦… 九州新幹線西九州ルート（長崎ルート）開業（平成３４年度）
⑧… 本明川ダム完成（平成３６年度）
⑨… 市制施行２０周年（平成３７年度）

その他、今後想定される主な出来事
⑩… 国道２０７号長田バイパス延伸
⑪… 新産業団地整備
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①（仮称）諫早市サッカー場整備 

②久山港スポーツ施設
（野球場等）整備

 

⑦九州新幹線西九州ルート（長崎ルート） 

③栄町東西街区第一種市街地再開発 

④一般県道諫早外環状線 
（都市計画道路諫早南バイパス線） 

⑥新幹線開業に向けた諫早駅周辺整備 
（諫早駅東地区第二種市街地再開発事業を含む） 

⑧本明川ダム建設 事業位置図

第２次諫早市総合計画
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